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『消費税の軽減税率を懸念 日税連が改めてコメント発表』 
 

 日本税理士会連合会（会長：神津信一）はこのほど、「消費税の複数税率（軽減税率）について」とした

会長コメントを発表し、改めて単一税制の維持を訴えた。 

 消費税の複数税率については、平成２９年４月の消費税率１０％への引き上げ時に軽減税率を導入

する方向がかたまり、現在与党税制協議会にて、具体的な対象品目、区分経理及び財源等について検

討が進められている。日本税理士会連合会では、対象品目の公平な選定や区分経理の方法が困難で

あること、事業者の事務負担が増加すること、低所得者対策としては非効率であること、財政再建が損な

われ社会保障給付の抑制が必要となること、簡易課税制度が複雑な制度となってしまうこと等の観点か

ら、税制改正建議書において単一税率制度を維持すべきことを強く主張してきた。

今回のコメントで改めて、複数税率の導入のデメリットを強調し、特に中小・小規模

事業者の事務負担だけでなく、複数税率に対応するための人件費等、過度なコス

ト負担および行政コストの増加等に懸念を示した。同会は、今後も、消費税の複数

税率制度が内包する欠陥や実現した場合に発生する問題点を明らかにしつつ、

消費税制を含めたあるべき税制の全体像について意見表明を行っていく、として

いる。 

 

『Ｈ２６事務年度相続税調査状況 海外資産申告漏れ大幅に減少』 
  

 国税庁はこのほど、平成２６事務年度における相続税の調査の状況を取りまとめた。実地調査の件数

は１２，４０６件（前事務年度比４．２％増）、申告漏れ等の非違件数は１０，１５１件（同３．

５％増）で、非違割合は８１．８％（同０．５ポイント減）。申告漏れ課税価格は３，２９６億円

（同６．８％増）で、実地調査１件当たりでは２，６５７万円（同２．５％増）であった。申告漏

れ相続財産の金額の内訳を見ると、現金・預貯金等１，１５８億円が全体の３５．７％と最

も多く、有価証券４９０億円、土地４１４億円が続いている。加算税を含む追徴税額は６７

０億円（同２４．４％増）、調査１件当たりでは５４０万円（同１９．４％増）。重加算税賦課件数は

１，２５８件（同１８．６％増）で、賦課割合は１２．４％（同１．６ポイント増）であった。 

 また、租税条約等に基づく情報交換制度を活用し海外資産関連事案について８４７件（同１２．５％増）

の実地調査を行った。非違件数は、１１２件（同９．７％減）。申告漏れ課税価格は、１６３億

円と突出して高くなった前事務年度から４５億円（同７２．３％減）に落ち着き、非違１件当

たり４，０３４万円（同６９．３％減）となった。地域別に見ると北米が全体の４４％を占め、次

いでアジア、欧州の順であった。 
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